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平成２４．２．１３家一印 

 

家事事件手続に関する最高裁判所規則の要綱（案） 

 
（前注１） 本資料は，家事事件手続法（平成２３年法律第５２号）を踏まえ，同法に基づき必要

と考えられる規則事項を整理したものである。 

（前注２） 以下の法・規則の引用・参照に当たっては，以下の略語を使用することがある。 

      家事事件手続法        法 

      非訟事件手続法（現行）    非訟法 

      民事訴訟法          民訴法 

      人事訴訟法          人訴法 

      後見登記等に関する法律    後見登記法 

      家事審判規則         家審規 

      特別家事審判規則       特家審規 

      民事訴訟規則         民訴規 

      人事訴訟規則         人訴規 

      民事執行規則         民執規 

      民事保全規則         民保規 

      会社非訟事件等手続規則    会非規 

      非訟事件手続法第二条第三項  指定規 

の地の指定に関する規則 

 

目次 

第１ 総則 

 １ 通則 

 ２ 管轄 

 ３ 裁判所職員の除斥，忌避及び回避 

 ４ 当事者能力及び手続行為能力 

 ５ 手続代理人 

 ６ 手続費用 

 （１）手続費用の負担 

 （２）手続上の救助 

 ７ 家事事件の審理等 

第２ 家事審判に関する手続 

 １ 総則 

 （１）家事審判の手続 



 2

    ア 通則 

    イ 家事審判の申立て 

    ウ 家事審判の手続の期日 

    エ 事実の調査及び証拠調べ 

    オ 家事調停をすることができる事項についての家事審判の手続の特則 

    カ 審判等 

    キ 取下げによる事件の終了 

    ク 高等裁判所が第一審として行う手続 

 （２）不服申立て 

   ア 審判に対する不服申立て 

   （ア）即時抗告 

   （イ）特別抗告 

   （ウ）許可抗告 

   イ 審判以外の裁判に対する不服申立て 

 （３）再審 

 （４）審判前の保全処分 

 （５）戸籍の記載等の嘱託 

  ２ 家事審判事件 

（１）成年後見に関する審判事件 

（２）保佐に関する審判事件 

（３）補助に関する審判事件 

（４）不在者の財産の管理に関する処分の審判事件 

（５）失踪の宣告に関する審判事件 

（６）婚姻等に関する審判事件 

（７）親子に関する審判事件 
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（15）相続人の不存在に関する審判事件 

（16）遺言に関する審判事件 

（17）任意後見契約法に規定する審判事件 

（18）戸籍法に規定する審判事件 
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（19）厚生年金保険法等に規定する審判事件 

（20）破産法に規定する審判事件 

（21）中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律に規定する審判事件 

 第３ 家事調停に関する手続 
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  （２）家事調停の申立て 

  （３）家事調停の手続 
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  ４ 不服申立て等 

 第４ 履行の確保 
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第１ 総則 

 １ 通則 

（１）申立て等の方式（家審規3関係，民訴規1参照） 

① 申立てその他の申述は，特別の定めがある場合を除き，書面又は口頭です

ることができるものとする。 

② 口頭で申述をするには，裁判所書記官の面前で陳述をしなければならない

ものとする。この場合においては，裁判所書記官は，調書を作成し，記名押

印しなければならないものとする。 

 

（２）当事者等が裁判所に提出すべき書面の記載事項（家審法7，非訟法9Ⅰ関係，

民訴規2参照） 

① 申立書その他の当事者，利害関係参加人又は代理人が裁判所に提出すべき

書面には，次に掲げる事項を記載し，当事者，利害関係参加人又は代理人が

記名押印するものとするものとする。 

ⅰ 当事者及び利害関係参加人の氏名又は名称及び住所並びに代理人の氏名

及び住所 

ⅱ 事件の表示 

ⅲ 附属書類の表示 

ⅳ 年月日 

ⅴ 裁判所の表示 

② ①にかかわらず，当事者，利害関係参加人又は代理人からその住所を記載

した書面が提出されているときは，以後裁判所に提出する①の書面について

は，これを記載することを要しないものとする。 

 

（３）裁判所に提出すべき書面のファクシミリによる提出（新設，民訴規3参照） 

① 裁判所に提出すべき書面は，次に掲げるものを除き，ファクシミリを利用

して送信することにより提出することができるものとする。 

ⅰ 民事訴訟費用等に関する法律の規定により手数料を納付しなければなら

ない申立てに係る書面 

ⅱ その提出により家事事件の手続の開始，続行，停止又は完結をさせる書

面（ⅰに該当する書面を除く。） 

ⅲ 法定代理権，家事事件の手続における手続上の行為（４（２）において

「手続行為」という。）をするのに必要な授権又は手続代理人の権限を証

明する書面その他の家事事件の手続上重要な事項を証明する書面 

ⅳ 特別抗告の抗告理由書又は法９７条２項の申立てに係る理由書 

② ファクシミリを利用して書面が提出されたときは，裁判所が受信した時に，
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当該書面が裁判所に提出されたものとみなすものとする。 

③ 裁判所は，②の場合において，必要があると認めるときは，提出者に対し，

送信に使用した書面を提出させることができるものとする。 

 

（４）裁判所に提出する書面に記載した情報の電磁的方法による提供等（新設，民

訴規3の2，会非規5参照） 

① 裁判所は，書面を裁判所に提出した者又は提出しようとする者が当該書面

に記載されている情報の内容を記録した電磁的記録を有している場合におい

て，必要があると認めるときは，その者に対し，当該電磁的記録に記録され

た情報を電磁的方法であって裁判所の定めるものにより裁判所に提供するこ

とを求めることができるものとする。 

② 裁判所は，申立書その他の書面を送付しようとするときその他必要がある

と認めるときは，当該書面を裁判所に提出した者又は提出しようとする者に

対し，その写しを提出することを求めることができるものとする。 

 

（５）催告及び通知（家審規12の2関係，民訴規4参照） 

① 家事事件の手続における催告及び通知は，相当と認める方法によることが

できるものとする。 

② 裁判所書記官は，催告又は通知をしたときは，その旨及び催告又は通知の

方法を家事事件の記録上明らかにしなければならないものとする。 

③ 催告は，これを受けるべき者の所在が明らかでないとき，又はその者が外

国に在るときは，催告すべき事項を公告してすれば足りるものとする。この

場合には，その公告は，催告すべき事項を記載した書面を裁判所の掲示場そ

の他裁判所内の公衆の見やすい場所に掲示して行うものとする。 

④ ③による催告は，公告をした日から１週間を経過した時にその効力を生ず

るものとする。 

⑤ この規則の規定による通知（公示送達があったことの通知を除く。）は，

これを受けるべき者の所在が明らかでないとき，又はその者が外国に在ると

きは，することを要しないものとする。この場合においては，裁判所書記官

は，その事由を家事事件の記録上明らかにしなければならないものとする。 

⑥ 当事者その他の関係人に対する通知は，裁判所書記官にさせることができ

るものとする。 

 

（６）公告の方法等（家審規21関係） 

① 公告は，特別の定めがある場合を除き，裁判所の掲示場その他裁判所内の

公衆の見やすい場所に掲示し，かつ，官報に掲載してするものとする。 
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② 公告に関する事務は，裁判所書記官が取り扱うものとする。 

 

（７）家事事件の書類の記載の仕方（新設，民訴規5参照） 

家事事件の手続における書類は，簡潔な文章で整然かつ明瞭に記載しなけれ

ばならないものとする。 

 

２ 管轄 

（１）法７条の最高裁判所規則で定める地の指定（指定規関係） 

法７条の最高裁判所規則で定める地は，東京都千代田区とするものとする。 

 

（２）移送の申立ての方式・法9条（新設，民訴規7参照） 

   ① 移送の申立ては，家事事件の手続の期日においてする場合を除き，書面で

しなければならないものとする。 

   ② ①の申立てをするときは，申立ての理由を明らかにしなければならないも

のとする。 

 

（３）移送等における取扱い・法9条（新設，民訴規8参照） 

   ① 家庭裁判所は，法９条１項ただし書の規定による裁判（移送の裁判を除く。）

をするときは，当事者及び利害関係参加人の意見を聴かなければならないも

のとする。 

② 家庭裁判所は，法９条１項ただし書又は２項の規定による移送の裁判をす

るときは，当事者及び利害関係参加人の意見を聴くことができるものとする。 

 

（４）移送による記録の送付・法9条（新設，民訴規9参照） 

移送の裁判が確定したときは，移送の裁判をした裁判所の裁判所書記官は，

移送を受けた裁判所の裁判所書記官に対し，家事事件の記録を送付しなければ

ならないものとする。 

 

 ３ 裁判所職員の除斥，忌避及び回避 

（１）除斥又は忌避の申立ての方式等・法10条等（家審規4の3，民訴規10関係） 

① 裁判官に対する除斥又は忌避の申立ては，その原因を明示して，裁判官の

所属する裁判所にしなければならないものとする。 

② ①の申立ては，家事事件の手続の期日においてする場合を除き，書面でし

なければならないものとする。 

③ 除斥又は忌避の原因は，申立てをした日から３日以内に疎明しなければな

らないものとする。法１１条２項ただし書に規定する事実についても，同様
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とするものとする。 

 

（２）除斥又は忌避についての裁判官の意見陳述・法12条（家審規4の3，民訴規11

関係） 

    裁判官は，その除斥又は忌避の申立てについて意見を述べることができるも

のとする。 

 

（３）裁判官の回避（家審規4の3，民訴規12関係） 

    裁判官は，法１０条１項又は１１条１項に規定する場合には，監督権を有す

る裁判所の許可を得て，回避することができるものとする。 

 

（４）裁判所書記官，参与員及び家事調停官の除斥，忌避及び回避・法13条等（家

審規4の3，143Ⅱ，民訴規13関係） 

    裁判所書記官，参与員及び家事調停官の除斥，忌避及び回避については，（１）

から（３）までの規律と同様の規律を設けるものとする。この場合において，

簡易裁判所の裁判所書記官の回避の許可は，その裁判所書記官の所属する裁判

所の裁判所法３７条に規定する裁判官がするものとする。 

 

（５）家庭裁判所調査官及び家事調停委員の除斥及び回避・法16条（新設） 

家庭裁判所調査官及び家事調停委員の除斥及び回避については，（１）から

（３）までの規律（忌避に関する部分を除く。）と同様の規律を設けるものと

する。 

 

４ 当事者能力及び手続行為能力 

（１）法人でない社団等の当事者能力の判断資料の提出・法17条（新設，民訴規14

参照） 

    裁判所は，法人でない社団又は財団で代表者又は管理人の定めがあるものと

して申し立て，又は申し立てられた当事者に対し，定款その他の当該当事者の

当事者能力を判断するために必要な資料を提出させることができるものとする。 

 

（２）法定代理権等の証明（新設，民訴規15前段参照） 

    法定代理権又は手続行為をするのに必要な授権は，書面で証明しなければな

らないものとする。 

 

（３）法定代理権の消滅の届出・法20条（新設，民訴規17前段参照） 

① 法２０条の規定による通知をした者は，その旨を裁判所に書面で届け出な
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ければならないものとする。 

② 法別表第２に掲げる事項についての審判事件及び家事調停事件以外の家事

事件において法定代理権が消滅したときは，本人又は代理人は，その旨を裁

判所に書面で届け出なければならないものとする。 

 

（４）法人の代表者等・法21条（新設，民訴規18参照） 

    法人の代表者及び法人でない社団又は財団で当事者能力を有するものの代表

者又は管理人については，この規則中法定代理及び法定代理人に関する規律と

同様の規律を設けるものとする。 

 

 ５ 手続代理人・法22条等（家審法7，非訟法7関係，民訴規23Ⅲ参照） 

① 手続代理人の権限は，書面で証明しなければならないものとする。 

② ①の書面が私文書であるときは，裁判所は，公証人その他の認証の権限を

有する公務員の認証を受けるべきことを手続代理人に命ずることができるも

のとする。 

③ 法２５条の規定により他方の当事者に通知をした者は，その旨を裁判所に

書面で届け出なければならないものとする。 

④ 法２５条の規定による裁判所に対する通知は，書面でしなければならない

ものとする。 

 

６ 手続費用 

（１）手続費用の負担・法31条等（家審法7，非訟法27，家審規11ⅡⅢ関係，民訴規

24～28参照） 

後見登記等に関する法律に定める登記（第２の１（５）において「後見登記

法に定める登記」という。）の手数料に充てるための費用を収入印紙で予納さ

せることができるものとして所要の規定を整備するほか，手続費用（家事審判

及び家事調停に関する手続の費用をいう。第２の１（１）カ（ウ）において同

じ。）の負担については，民事訴訟規則第１編第４章第１節の規定と同様の規

律を設けるものとする。 

 

 （２）手続上の救助・法32条（新設，民訴規30参照） 

① 手続上の救助の申立ては，書面でしなければならないものとする。 

② 手続上の救助の事由は，疎明しなければならないものとする。 

 

 ７ 家事事件の審理等 

 （１）受命裁判官等の期日指定・法34条（新設，民訴規35参照） 
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受命裁判官又は受託裁判官が行う家事事件の手続の期日は，その裁判官が指

定するものとする。 

 

 （２）期日変更の制限・法34条（新設，民訴規37参照） 

    家事事件の手続の期日の変更は，次に掲げる事由に基づいては，してはなら

ないものとする。ただし，やむを得ない事由があるときは，この限りでないも

のとする。 

    ⅰ 当事者又は利害関係参加人の１人につき手続代理人が数人ある場合におい

て，その一部の代理人について変更の事由が生じたこと。 

    ⅱ 期日指定後にその期日と同じ日時が他の事件の期日に指定されたこと。 

 

 （３）裁判長等が定めた期間の伸縮・法34条（家審法7，非訟法10関係，民訴規38

参照） 

裁判長，受命裁判官又は受託裁判官は，その定めた期間を伸長し，又は短縮

することができるものとする。 

 

 （４）送達・法36条（新設，民訴規39～47参照） 

① 送達については，民事訴訟規則第１編第５章第４節の規定（同規則４１条

２項及び４７条の規定を除く。）と同様の規律を設けるものとする。 

② 直送（当事者又は利害関係参加人（以下（４）において「当事者等」とい

う。）が他の当事者等に対してする直接の送付をいう。④及び⑤において同

じ。）その他の送付は，送付すべき書類の写しの交付又はその書類のファク

シミリを利用しての送信によってするものとする。 

③ 裁判所が当事者等その他の関係人に対し送付すべき書類の送付に関する事

務は，裁判所書記官が取り扱うものとする。 

④ 裁判所が当事者等の提出に係る書類の他の当事者等への送付をしなければ

ならない場合（送達をしなければならない場合を除く。）において，当事者

等がその書類について直送をしたときは，その送付は，することを要しない

ものとする。 

⑤ 当事者等が直送をしなければならない書類について，直送を困難とする事

由その他相当とする事由があるときは，当該当事者等は，裁判所に対し，当

該書類の他の当事者等への送付を裁判所書記官に行わせるよう申し出ること

ができるものとする。 

 

第２ 家事審判に関する手続 

 １ 総則 
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 （１）家事審判の手続 

   ア 通則 

（ア）参加の申出の方式等・法41条等（新設，民訴規20Ⅱ参照） 

① 法４１条３項の書面には，家事審判の手続に参加すべき者が同条１項

又は２項に規定する者であることを明らかにする資料を添付しなければ

ならないものとする。 

② 法４１条１項の規定による参加の申出があった場合には，当該申出を

却下する裁判がされたときを除き，裁判所書記官は，当該申出があった

旨を当事者及び利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

③ 法４１条２項の規定による参加の裁判がされたときは，裁判所書記官

は，その旨を当事者及び利害関係参加人に通知しなければならない。 

④ 法４２条４項において準用する法４１条３項の書面については①の規

律と，法４２条１項の規定による参加の申出があった場合については②

の規律と，同条２項の規定による参加の許可又は同条３項の規定による

参加の裁判がされた場合については③の規律と同様の規律を設けるもの

とする。 

 

（イ）手続からの排除の通知・法43条（新設） 

法４３条１項の規定による排除の裁判がされたときは，裁判所書記官は，

その旨を当事者及び利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 
 

（ウ）受継の申立ての方式等・法44条等（新設，民訴規51参照） 

① 法４４条１項又は３項の規定による受継の申立ては，書面でしなけれ

ばならないものとする。 

② ①の書面には，家事審判の手続を受け継ぐ者が法令により手続を続行

する資格のある者であることを明らかにする資料を添付しなければなら

ないものとする。 

③ 法４４条１項又は３項の規定による受継がされたときは，裁判所書記

官は，その旨を当事者及び利害関係参加人に通知しなければならないも

のとする。 

④ 法４５条１項又は２項の規定による受継については，①から③までの

規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（エ）当事者の死亡等の事由の届出・法45条（新設，民訴規52参照） 

当事者に死亡，資格の喪失その他の家事審判の手続を続行することがで

きない事由が生じた場合において，法令により手続を続行する資格のある
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者がないときは，当事者又は手続代理人は，その事由が生じた旨を家庭裁

判所に書面で届け出なければならないものとする。 

 

（オ）期日調書の形式的記載事項・法46条（新設，民訴規66参照） 

     ① 家事審判の手続の期日の調書には，次に掲げる事項を記載しなければ

ならないものとする。 

       ⅰ 事件の表示 

       ⅱ 裁判官及び裁判所書記官の氏名 

       ⅲ 立ち会った検察官の氏名 

       ⅳ 出頭した当事者，利害関係参加人，代理人，補佐人，通訳人及びそ

の他の関係人の氏名 

ⅴ 期日の日時及び場所 

② ①の調書には，裁判所書記官が記名押印し，裁判長が認印しなければ

ならないものとする。 

③ ②の場合において，裁判長に支障があるときは，陪席裁判官がその事

由を付記して認印しなければならないものとする。裁判官に支障がある

ときは，裁判所書記官がその旨を記載すれば足りるものとする。 

 

（カ）期日調書の実質的記載事項・法46条（新設，民訴規67参照） 

① 家事審判の手続の期日の調書には，手続の要領を記載し，特に，次に

掲げる事項を明確にしなければならないものとする。 

       ⅰ 申立ての趣旨又は理由の変更及び申立ての取下げ 

       ⅱ 証人，当事者本人及び鑑定人の陳述 

       ⅲ 証人，当事者本人及び鑑定人の宣誓の有無並びに証人及び鑑定人に

宣誓をさせなかった理由 

      ⅳ 検証の結果 

       ⅴ 裁判長が記載を命じた事項及び当事者の請求により記載を許した事

項 

       ⅵ 書面を作成しないでした裁判 

② ①にかかわらず，家事審判の手続が裁判によらないで完結した場合に

は，裁判長の許可を得て，証人，当事者本人及び鑑定人の陳述並びに検

証の結果の記載を省略することができるものとする。ただし，当事者が

家事審判の手続の完結を知った日から１週間以内にその記載をすべき旨

の申出をしたときは，この限りでないものとする。 

③ 家事審判の手続の期日の調書には，手続の要領のほか，当事者及び利

害関係参加人による書面の提出の予定その他手続の進行に関する事項を
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記載することができるものとする。 

 

（キ）家事審判の手続の期日及びその調書に関する規律・法46条（新設，民訴

規68～77参照） 

家事審判の手続の期日及びその調書については，民事訴訟規則６８条か

ら７７条までの規定と同様の規律を設けるものとする。 

 

   （ク）家事審判事件の記録の正本等の様式・法47条（家審法7，非訟法17Ⅲ関係，

民訴規33参照） 

      家事審判事件の記録の正本，謄本又は抄本には，正本，謄本又は抄本で

あることを記載し，裁判所書記官が記名押印しなければならないものとす

る。 

 

   （ケ）家事審判事件の記録の閲覧等の許可・法47条（新設，人訴規25参照） 

      法４７条３項又は５項の規定により家事審判事件の記録の閲覧等（同条

１項に規定する記録の閲覧等をいう。以下（ケ）において同じ。）を許可

する裁判においては，当該事件の記録中記録の閲覧等を許可する部分を特

定しなければならないものとする。 
 

（コ）受命裁判官の指定（家審規7Ⅳ関係，民訴規31Ⅰ参照） 

受命裁判官にその職務を行わせる場合には，裁判長がその裁判官を指定

するものとする。 
 

イ 家事審判の申立て 

   （ア）家事審判の申立書の記載事項等・法49条（家審規2関係，民訴規53，55

参照） 

① 家事審判の申立書には，申立ての趣旨及び申立ての理由（申立てを特

定するのに必要な事実をいう。②において同じ。）を記載するほか，事

件の実情を記載しなければならないものとする。 

② 申立ての理由及び事件の実情についての証拠書類があるときは，その

写しを家事審判の申立書に添付しなければならないものとする。 

③ 家庭裁判所は，家事審判の申立てをした者又はしようとする者に対し，

家事審判の申立書及び②の証拠書類の写しのほか，当該申立てに係る身

分関係についての資料その他家事審判の手続の円滑な進行を図るために

必要な資料の提出を求めることができるものとする。 
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（イ）家事審判の申立書の補正の促し・法49条（新設，民訴規56参照） 

      裁判長は，家事審判の申立書の記載について必要な補正を促す場合には，

裁判所書記官に命じて行わせることができるものとする。 
 

   （ウ）家事審判の申立書の却下の命令に対する即時抗告・法49条（新設，民訴

規57参照） 

家事審判の申立書の却下の命令に対し即時抗告をするときは，抗告状に

は，却下された家事審判の申立書を添付しなければならないものとする。 
 

   （エ）参考事項の聴取・法49条（新設，民訴規61参照） 

① 裁判長は，家事審判の申立てがあったときは，当事者から，家事審判

の手続の進行に関する意見その他手続の進行について参考とすべき事項

の聴取をすることができるものとする。 

② 裁判長は，①の聴取をする場合には，裁判所書記官に命じて行わせる

ことができるものとする。 

 

（オ）申立ての変更の通知・法50条（新設，民訴法143Ⅲ参照） 

申立人が法５０条１項の規定により申立ての趣旨又は理由を変更した場

合には，同条３項又は４項の規定による裁判がされたときを除き，裁判所

書記官は，その旨を当事者及び利害関係参加人に通知しなければならない

ものとする。 

 

ウ 家事審判の手続の期日 

   （ア）音声の送受信による通話の方法による手続・法54条（新設，民訴規88Ⅱ

Ⅲ参照） 

① 家庭裁判所及び当事者双方が音声の送受信により同時に通話をするこ

とができる方法によって家事審判の手続の期日における手続（証拠調べ

を除く。）を行うときは，家庭裁判所又は受命裁判官は，通話者及び通

話先の場所の確認をしなければならないものとする。 

② ①の手続を行ったときは，その旨及び通話先の電話番号を家事審判事

件の記録上明らかにしなければならないものとする。この場合において

は，通話先の電話番号に加えてその場所を明らかにすることができるも

のとする。 

 

   （イ）手続代理人の陳述禁止等の通知・法55条（新設，民訴規65参照） 

家庭裁判所が手続代理人の陳述を禁じ，又は弁護士の付添いを命じたと
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きは，裁判所書記官は，その旨を本人に通知しなければならないものとす

る。 

 

エ 事実の調査及び証拠調べ 

（ア）事実の調査・法56条等（家審規7の3関係，人訴規23参照） 

① 事実の調査は，必要に応じ，事件の関係人の性格，経歴，生活状況，

財産状態及び家庭環境その他の環境等について，医学，心理学，社会学，

経済学その他の専門的知識を活用して行うように努めなければならない

ものとする。 

② 事実の調査については，裁判所書記官は，その要旨を家事審判事件の

記録上明らかにしておかなければならないものとする。 

 

（イ）裁判所の嘱託の手続・法61条等（家審規9関係，民訴規31Ⅱ参照） 

裁判所がする事実の調査及び証拠調べに関する嘱託の手続は，特別の定

めがある場合を除き，裁判所書記官がするものとする。 
 

（ウ）証拠調べ・法64条（家審規7Ⅵ関係，民訴規99～151参照） 

     ① 家事審判の手続における証拠調べについては，民事訴訟規則第２編第

３章第１節から第６節までの規定（同規則１００条，１０１条，１２１

条及び１３９条の規定を除く。）と同様の規律を設けるものとする。 

② 法６４条５項の規定により出頭を命じられた当事者が正当な理由なく

出頭しない場合における当該当事者の勾引については，民事訴訟規則１

１１条と同様の規律を設けるものとする。 

③ 裁判長は，必要があると認めるときは，①の証拠調べの期日において

参与員，家庭裁判所調査官又は医師である裁判所技官が証人，当事者本

人又は鑑定人に対し直接に問いを発することを許すことができるものと

する。 

 

オ 家事調停をすることができる事項についての家事審判の手続の特則 

（ア）家事審判の申立書の写しの添付・法67条（新設，民訴規58Ⅰ参照） 

法別表第２に掲げる事項についての家事審判の申立てをするときは，家

事審判の申立書に相手方の数と同数の写しを添付しなければならないもの

とする。 
 

（イ）審問の期日の通知・法69条（新設，人訴規22参照） 

法６９条の審問の期日は，当事者及び利害関係参加人に通知しなければ
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ならないものとする。ただし，その通知をすることにより事実の調査に支

障を生ずるおそれがあると認められるときは，この限りでないものとする。 
 

カ 審判等 

（ア）審判確定証明書等・法74条等（新設，民訴規48参照） 

① 家庭裁判所の裁判所書記官は，法４７条１項又は６項の規定による請

求により，家事審判事件の記録に基づいて審判の確定についての証明書

を交付するものとする。 

② 家事審判事件がなお抗告審に係属中であるときは，①にかかわらず，

抗告裁判所の裁判所書記官が，審判の確定した部分のみについて①の証

明書を交付するものとする。 

③ 審判以外の裁判については，①及び②の規律と同様の規律を設けるも

のとする。 

 

（イ）審判等の方式等・法76条（家審法7，非訟法18，家審規16関係） 

① 審判書には，審判をした裁判官が記名押印しなければならないものと

する。 

② 合議体の構成員である裁判官が審判書に記名押印することに支障があ

るときは，他の裁判官が審判書にその事由を付記して記名押印しなけれ

ばならないものとする。 

③ 審判の告知がされたときは，裁判所書記官は，その旨及び告知の方法

を家事審判事件の記録上明らかにしなければならないものとする。 

④ 審判以外の裁判については，①から③までの規律と同様の規律を設け

るものとする。 

 

（ウ）脱漏した手続費用の負担の裁判を求める申立ての方式・法79条等（新設，

民訴規161参照） 

手続費用の負担の裁判を脱漏した場合における手続費用の負担の裁判を

求める申立ては，書面でしなければならないものとする。 

 

キ 取下げによる事件の終了・法82条等（新設） 

① 家事審判の申立ての取下げがあった場合において，相手方の同意を要し

ないときは，裁判所書記官は，申立ての取下げがあった旨を当事者及び利

害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

② 家事審判の申立ての取下げについて相手方の同意を要する場合において，

相手方が申立ての取下げに同意したとき（法８２条４項の規定により同意



 16

したものとみなされた場合を含む。）は，裁判所書記官は，その旨を当事

者及び利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

③ 法８３条の規定により申立ての取下げがあったものとみなされた場合に

ついては，①の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

ク 高等裁判所が第一審として行う手続・法84条（新設） 

     高等裁判所が第一審として家事審判の手続を行う場合における（１）の規

律の適用関係を明らかにするため，所要の規定を整備する。 

 

 （２）不服申立て 

   ア 審判に対する不服申立て 

   （ア）即時抗告 

     ａ 抗告状の写しの添付・法88条（新設） 

抗告状には，原審における当事者及び利害関係参加人（抗告人を除く。）

の数と同数の写しを添付しなければならないものとする。 

 

     ｂ 原審判の取消事由等を記載した書面（家審法7，非訟法25，民訴規207

関係） 

      ① 審判に対する即時抗告をする場合において，抗告状に原審判の取消

し又は変更を求める事由の具体的な記載がないときは，抗告人は，即

時抗告の提起後１４日以内に，これらを記載した書面を原裁判所に提

出しなければならないものとする。 

② ①の書面については，ａの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

     ｃ 抗告裁判所への事件送付（家審法7，非訟法25，民訴規174関係） 

      ① 審判に対する即時抗告の提起があった場合には，原裁判所は，抗告

却下の審判をしたときを除き，遅滞なく，事件を抗告裁判所に送付し

なければならないものとする。 

② ①による事件の送付は，原裁判所の裁判所書記官が，抗告裁判所の

裁判所書記官に対し，家事審判事件の記録を送付してしなければなら

ないものとする。 

 

     ｄ 原裁判所の意見（家審法7，非訟法25，民訴規206関係） 

       抗告裁判所に事件を送付するときは，原裁判所は，抗告事件について

の意見を付さなければならないものとする。ただし，送付する事件が法

別表第２に掲げる事項についての審判事件であるときは，この限りでな
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いものとする。 

 

     ｅ 原審判の取消事由等を記載した書面の写しの送付・法88条（新設） 

抗告裁判所は，原裁判所から事件の送付を受けた場合には，即時抗告

が不適法であるとき又は即時抗告に理由がないことが明らかなときを除

き，原審における当事者及び利害関係参加人（抗告人を除く。）に対し，

ｂ①の書面（即時抗告の提起後１４日以内に提出されたものに限る。）

の写しを送付しなければならないものとする。ただし，抗告審における

手続の円滑な進行を妨げるおそれがあると認められる場合には，この限

りでないものとする。 

 

ｆ 抗告権の放棄・法93条（家審法7，非訟法25，民訴規173関係） 

① 即時抗告をする権利の放棄は，即時抗告の提起前にあっては原裁判

所，即時抗告の提起後にあっては家事審判事件の記録の存する裁判所

に対する申述によってしなければならないものとする。 

② 即時抗告の提起後における①の申述は，即時抗告の取下げとともに

しなければならないものとする。 

③ ①の申述があったときは，裁判所書記官は，その旨を原審における

当事者及び利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

 

ｇ 抗告の取下げ・法93条（家審法7，非訟法25，民訴規177関係） 

① 即時抗告の取下げは，家事審判事件の記録の存する裁判所にしなけ

ればならないものとする。 

② 即時抗告の取下げがあったときは，裁判所書記官は，その旨を原審

における当事者及び利害関係参加人に通知しなければならないものと

する。 

 

ｈ 審判書の引用・法91条（新設，民訴規184参照） 

       抗告審の決定書における理由の要旨の記載は，審判書を引用してする

ことができるものとする。 

 

ｉ 第一審裁判所への記録の送付（家審法7，非訟法25，民訴規185関係） 

       抗告審において家事審判事件が完結したときは，抗告裁判所の裁判所

書記官は，第一審裁判所の裁判所書記官に対し，家事審判事件の記録を

送付しなければならないものとする。 
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ｊ 審判に対する即時抗告及びその抗告審に関するその他の手続・法93条

（家審法7，非訟法25，民訴規179関係） 

審判に対する即時抗告及びその抗告審に関する手続については，特別

の定めがある場合を除き，（１）アからキまで（イ（ウ）を除く。），

（４）及び２の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

   （イ）特別抗告 

ａ 特別抗告の提起の場合における費用の予納・法94条等（家審法7，非訟

法25，民訴規187関係） 

特別抗告を提起するときは，抗告状の写しの送付に必要な費用のほか，

抗告提起通知書の送達及び送付，抗告理由書の写しの送付，裁判の告知

並びに抗告裁判所が家事審判事件の記録の送付を受けた旨の通知に必要

な費用の概算額を予納しなければならないものとする。 

 

ｂ 特別抗告の抗告提起通知書の送達及び送付・法94条等（家審法7，非訟

法25，民訴規189関係） 

特別抗告の提起があった場合には，原裁判所は，抗告状却下の命令又

は法９６条１項において準用する法８７条３項の規定による抗告却下の

決定があったときを除き，抗告提起通知書を，抗告人に送達するととも

に，原審における当事者及び利害関係参加人（抗告人を除く。）に送付

しなければならないものとする。 

 

ｃ 特別抗告の抗告理由書の提出期間・法94条等（家審法7，非訟法25，民

訴規210関係） 

特別抗告の抗告理由書の提出の期間は，抗告人がｂによる抗告提起通

知書の送達を受けた日から１４日とするものとする。 

 

ｄ 特別抗告の理由を記載した書面の写しの添付・法94条等（家審法7，非

訟法25，民訴規195関係） 

特別抗告の理由を記載した書面には，ｈにおける（ア）ａと同様の規

律にかかわらず，原審における当事者及び利害関係参加人（抗告人を除

く。）の数に６を加えた数の写しを添付しなければならないものとする。 

 

ｅ 抗告裁判所への事件送付・法94条等（家審法7，非訟法25，民訴規197

関係） 

① 原裁判所は，抗告状却下の命令又は抗告却下の決定があった場合を



 19

除き，事件を抗告裁判所に送付しなければならないものとする。この

場合において，原裁判所は，抗告人が特別抗告の理由中に示した家事

審判事件の手続に関する事実の有無について意見を付することができ

るものとする。 

② ①による事件の送付は，原裁判所の裁判所書記官が，抗告裁判所の

裁判所書記官に対し，家事審判事件の記録を送付してしなければなら

ないものとする。 

③ 抗告裁判所の裁判所書記官は，②の規定による家事審判事件の記録

の送付を受けたときは，速やかに，その旨を原審における当事者及び

利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

 

ｆ 特別抗告の抗告理由書の写しの送付・法94条等（家審法7，非訟法25，

民訴規198関係） 

抗告裁判所は，原裁判所から事件の送付を受けた場合には，特別抗告

が不適法であるとき又は特別抗告に理由がないことが明らかなときを除

き，原審における当事者及び利害関係参加人（抗告人を除く。）に対し，

特別抗告の抗告理由書の写しを送付しなければならないものとする。 

 

ｇ 執行停止の申立ての方式・法95条（新設，民訴規238参照） 

法９５条１項ただし書の申立ては，書面でしなければならないものと

する。 

 

ｈ 特別抗告及びその抗告審に関するその他の手続・法96条（家審法7，非

訟法25関係） 

特別抗告及びその抗告審に関する手続については，(ア)（ｂからｅま

でを除く。）の規律並びに民事訴訟規則５０条の２，１９０条１項，１

９２条，１９３条，１９６条及び２０２条の規定と同様の規律を設ける

ものとする。 

 

   （ウ）許可抗告・法98条（家審法7，非訟法25関係） 

      許可抗告及びその抗告審に関する手続については，（ア）（ｂからｅま

でを除く。）及び（イ）（ｈを除く。）の規律並びに民事訴訟規則５０条

の２，１９２条，１９３条，１９６条，１９９条１項，２００条及び２０

２条の規定と同様の規律を設けるものとする。 

 

   イ 審判以外の裁判に対する不服申立て 
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（ア）抗告状の記載事項・法99条（新設，人訴規26参照） 

審判以外の裁判に対する即時抗告をするときは，抗告状には，原裁判の

取消し又は変更を求める事由を具体的に記載しなければならないものとす

る。 

 

（イ）即時抗告の提起に係る記録の送付・法99条（新規，人訴規27，28，民執

規7，7の2，会非規15参照） 

① 審判以外の裁判に対する即時抗告（③の即時抗告を除く。）があった

場合において，原裁判所が家事審判事件の記録を送付する必要がないと

認めたときは，（ウ）におけるア（ア）ｃ②の規律と同様の規律にかか

わらず，原裁判所の裁判所書記官は，抗告事件の記録のみを抗告裁判所

の裁判所書記官に送付すれば足りるものとする。 

② ①により抗告事件の記録が送付された場合において，抗告裁判所が①

の家事審判事件の記録が必要であると認めたときは，抗告裁判所の裁判

所書記官は，速やかに，その送付を原裁判所の裁判所書記官に求めなけ

ればならないものとする。 

③ 法４７条１０項の規定による即時抗告があったときは，（ウ）におけ

るア（ア）ｃ②の規律と同様の規律にかかわらず，原裁判所の裁判所書

記官は，抗告事件の記録のみを抗告裁判所の裁判所書記官に送付するも

のとするものとする。 

④ ③の場合には，③の記録に，抗告事件についての原裁判所の意見を記

載した書面及び抗告事件の審理に参考となる資料を添付しなければなら

ないものとする。 

 

（ウ）審判以外の裁判に対する不服申立てに関するその他の手続・法102条（新

設） 

裁判所，裁判官又は裁判長がした審判以外の裁判に対する不服申立てに

ついては，ア（（ア）ａ（（イ）ｈ及び（ウ）における同様の規律を含む。），

（ア）ｂ及びｅを除く。）の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

 （３）再審 

ア 再審の手続・法103条（新設，民訴規211参照） 

① 再審の申立書には，不服の申立てに係る裁判書の写しを添付しなければ

ならないものとする。 

② ①のほか，再審の手続については，その性質に反しない限り，各審級に

おける家事審判の手続に関する規律と同様の規律を設けるものとする。 
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イ 執行停止の申立ての方式・法104条（新設，民訴規238参照） 

法１０４条１項の規定による申立てについては，（２）ア（イ）ｇの規律

と同様の規律を設けるものとする。 

 

 （４）審判前の保全処分・法115条（家審規15の6関係） 

審判前の保全処分については，民事保全規則２条，１２条，１７条１８条か

ら２０条までの規定（これらの規定（同規則１９条１項を除く。）を同規則２

３条において準用する場合を含む。）及び２２条の規定並びに同規則２９条に

おいて準用する同規則２４条の規定と同様の規律を設けるものとする。 

 

（５）戸籍の記載等の嘱託・法116条等（家審規21の2，21の3，特家審規17の4，17

の5関係） 

法１１６条１号の審判又はこれに代わる裁判及び同条２号の審判前の保全処

分であって，同条ただし書の戸籍の記載の嘱託又は後見登記法に定める登記の

嘱託を要するものとして最高裁判所規則で定めるものを定めるほか，戸籍の記

載の嘱託及び後見登記法に定める登記の手続に関し所要の規定を整備するもの

とする。 

 

 ２ 家事審判事件 

（１）成年後見に関する審判事件 

ア 申立ての取下げの理由の明示等・法121条（新設） 

① 法１２１条各号に掲げる申立ての取下げをするときは，取下げの理由を

明らかにしなければならないものとする。 

② ①の取下げについては，１（１）キ①の規律は，適用しないものとする。 

③ 法１２１条の許可があったときは，裁判所書記官は，その旨を当事者及

び利害関係参加人に通知しなければならないものとする。 

 

イ 成年後見人の解任に関する家庭裁判所調査官の報告等（家審規86条の2，92

関係） 

① 家庭裁判所調査官は，成年後見人に民法８４６条に規定する事由がある

と思料するときは，その旨を家庭裁判所に報告しなければならないものと

する。 

② ①による報告は，次に掲げる事項を記載した報告書によってしなければ

ならないものとする。 

ⅰ 解任すべき成年後見人及び成年被後見人の氏名及び住所（成年後見人
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が法人である場合にあっては，名称及び住所） 

ⅱ 成年後見開始の原因及び年月日 

ⅲ ⅰの成年後見人が就職した年月日 

ⅳ 解任すべき事由 

ⅴ その他参考となる事項 

③ 成年後見監督人については，①及び②の規律と同様の規律を設けるもの

とする。 

 

ウ 成年後見の事務の監督に関する家庭裁判所調査官の報告・法124条（家審規

89関係） 

① 家庭裁判所調査官は，民法８６３条の規定による成年後見の事務に関す

る処分の必要があると思料するときは，その旨を家庭裁判所に報告しなけ

ればならないものとする。 

② ①による報告については，イ②の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

エ 成年後見人に対する指示等（家審規84，92関係） 

① 家庭裁判所は，いつでも，成年後見人に対し，成年被後見人の療養看護

及び財産の管理その他の成年後見の事務に関し相当と認める事項を指示す

ることができるものとする。 

② 家庭裁判所は，いつでも，成年後見監督人に対し，成年後見監督の事務

に関し相当と認める事項を指示することができるものとする。 

 

オ 管理者による財産の目録の提出等・法125条（家審規90，36関係） 

① 第三者が成年被後見人に与えた財産の管理に関する処分の審判事件にお

いて選任された管理者及び法１２５条１項の規定により改任された管理者

は，法令によりその管理すべき財産の目録を作成する場合には，２通を作

成し，その１通を家庭裁判所に提出しなければならないものとする。 

② 家庭裁判所は，①の財産の目録が不十分であると認めるときは，①の管

理者に対し，公証人に財産の目録を作成させることを命ずることができる

ものとする。 

 

カ 抵当権の設定等の登記の嘱託書の添付書類・法125条（家審規90，35Ⅱ関係） 

① 法１２５条５項の規定により抵当権の設定の登記を嘱託するときは，嘱

託書に抵当権の設定を命ずる審判書の謄本を添付しなければならないもの

とする。 

② 法１２５条５項の規定により設定した抵当権の変更又は消滅の登記の嘱
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託については，①の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

キ 後見開始の審判事件を本案とする保全処分・法126条（家審規23Ⅶ，36，35

Ⅱ関係） 

後見開始の審判事件を本案とする保全処分において選任又は改任された財

産の管理者についてはオの規律と，法１２６条８項において準用する法１２

５条５項の規定による登記の嘱託についてはカの規律と同様の規律を設ける

ものとする。 

 

（２）保佐に関する審判事件・法133条等（家審規30の8Ⅵ，36，35Ⅱ，93Ⅱ，84，

86の2，93の3関係） 

   保佐開始の申立ての取下げ及び保佐人の選任の申立ての取下げについては

（１）アの規律と，保佐人については（１）イ①及び②並びにエ①の規律と，

保佐監督人については（１）イ③及びエ②の規律と，保佐の事務については（１）

ウの規律と，保佐開始の審判事件を本案とする保全処分については（１）キの

規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（３）補助に関する審判事件・法142条等（家審規30の8Ⅵ，36，35Ⅱ，93Ⅱ，84，

86の2，93の3関係） 

   補助開始の申立ての取下げ及び補助人の選任の申立ての取下げについては

（１）アの規律と，補助人については（１）イ①及び②並びにエ①の規律と，

補助監督人については（１）イ③及びエ②の規律と，補助の事務については（１）

ウの規律と，補助開始の審判事件を本案とする保全処分については（１）キの

規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（４）不在者の財産の管理に関する処分の審判事件・法146条（家審規36，35Ⅱ関係） 

民法２５条１項の規定により選任された管理人及び同法２６条又は法１４６

条１項の規定により改任された管理人については（１）オの規律と，法１４６

条５項の規定による登記の嘱託については（１）カの規律と同様の規律を設け

るものとする。 

 

（５）失踪の宣告に関する審判事件 

ア 公告すべき事項・法第148条（家審規40関係） 

法１４８条３項の規定による公告には，同項各号に掲げる事項のほか，次

に掲げる事項を掲げなければならないものとする。 

   ⅰ 申立人の氏名又は名称及び住所 
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ⅱ 不在者の氏名，住所及び出生の年月日 

 

イ 失踪の宣告の審判等の確定の公告及び通知・法148条等（家審規44関係） 

（ア）失踪の宣告の審判が確定したときは，裁判所書記官は，遅滞なく，その

旨を公告し，かつ，失踪者の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，その

旨を通知しなければならないものとする。 

（イ）失踪の宣告の取消しの審判が確定した場合については，（ア）と同様の

規律を設けるものとする。 

 

（６）婚姻等に関する審判事件 

ア 夫婦間の協力扶助に関する処分の審判における指示・法154条（家審規46，

96関係） 

家庭裁判所は，夫婦間の協力扶助に関する処分の審判において，扶助の程

度若しくは方法を定め，又はこれを変更する場合には，必要な事項を指示す

ることができるものとする。 

 

イ 共有財産の分割に関する処分の審判の申立書の記載事項等・法155条（家審

規48Ⅲ，104関係） 

共有財産の分割に関する処分の審判の申立書には，共有者を記載し，かつ，

共有財産の目録を添付しなければならないものとする。 

 

ウ 夫婦財産契約による財産の管理者の変更等の審判事件を本案とする保全処

分・法158条（家審規47，106Ⅰ，23Ⅶ，36，35Ⅱ関係） 

夫婦財産契約による財産の管理者の変更等の審判事件を本案とする保全処

分については，（１）キの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（７）親子に関する審判事件 

ア 特別養子縁組の成立の審判の申立書の記載事項等・法164条（家審規64の4，

64の9，64の10関係） 

① 特別養子縁組の成立の審判の申立書には，次に掲げる事項を記載しなけ

ればならないものとする。 

     ⅰ 養子となるべき者の父母の同意の有無及びその同意がないときは民法

第８１７条の６ただし書に規定する場合に該当することを示す事情 

ⅱ 養親となるべき者による養子となるべき者の監護の開始の年月日，開

始の経緯及び開始後の状況 

ⅲ 児童相談所又は養子縁組をあっせんする事業を行う者（以下ⅲ及び③
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において「児童相談所等」という。）のあっせんの有無並びにそのあっ

せんが行われたときは当該児童相談所等の氏名又は名称及び住所 

② 特別養子縁組の成立の審判が確定したときは，裁判所書記官は，遅滞な

く，養親の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，その旨を通知しなけれ

ばならないものとする。 

③ 特別養子縁組の成立の申立てについての審判が確定したときは，裁判所

書記官は，遅滞なく，当該特別養子縁組のあっせんを行った児童相談所等

及び当該特別養子縁組について家庭裁判所からの嘱託に応じて調査を行っ

た児童相談所に対し，その旨を通知しなければならないものとする。 

 

イ 特別養子縁組の離縁の審判の確定の通知・法165条（家審規64の15関係） 

特別養子縁組の離縁の審判が確定したときは，裁判所書記官は，遅滞なく，

養子の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，その旨を通知しなければなら

ないものとする。 

 

（８）親権に関する審判事件 

ア 親権者の指定又は変更の審判等の確定の通知・法167条等（家審規71，72，

79関係） 

親権者の指定又は変更の審判が確定したときは，裁判所書記官は，遅滞な

く，子の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，その旨を通知しなければな

らないものとする。親権喪失，親権停止又は管理権喪失の審判の取消しの審

判が確定したときも，同様とするものとする。 

 

イ 管理者による財産の目録の提出等・法173条（家審規68，36，35Ⅱ関係） 

第三者が子に与えた財産の管理に関する処分の審判事件において選任され

た管理者及び法１７３条において準用する法１２５条１項の規定により改任

された管理者については（１）オの規律と，法１７３条において準用する法

１２５条５項の規定による登記の嘱託については（１）カの規律と同様の規

律を設けるものとする。 

 

（９）未成年後見に関する審判事件・法180条（家審規84，86の2，89，91，92，90，

36，35Ⅱ関係） 

未成年後見人の選任の申立ての取下げについては（１）アの規律と，未成年

後見人については（１）イ①及び②並びにエ①の規律と，未成年後見監督人に

ついては（１）イ③及びエ②の規律と，未成年後見の事務については（１）ウ

の規律と，第三者が未成年被後見人に与えた財産の管理に関する処分の審判事
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件において選任された管理者及び法１８０条において準用する法１２５条１項

の規定により改任された管理者については（１）オの規律と，法１８０条にお

いて準用する法１２５条５項の規定による登記の嘱託については（１）カの規

律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（10）扶養に関する審判事件・法185条（家審規96関係） 

家庭裁判所は，扶養の程度又は方法についての決定及びその決定の変更又は

取消しの審判において，必要な事項を指示することができるものとする。 

 

（11）推定相続人の廃除に関する審判事件 

ア 推定相続人の廃除の審判事件における手続・法188条（新設） 

推定相続人の廃除の審判事件における手続については，申立人及び廃除を

求められた推定相続人を当事者とみなして，１（１）オの規律と同様の規律

を設けるものとする。 

 

イ 推定相続人の廃除の審判等の確定の通知・法188条（家審規101関係） 

推定相続人の廃除の審判又はその取消しの審判が確定したときは，裁判所

書記官は，遅滞なく，廃除された者の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，

その旨を通知しなければならないものとする。 

 

ウ 管理人による財産目録の提出等・法189条（家審規102，36，35Ⅱ関係） 

推定相続人の廃除の審判又はその取消しの審判の確定前の遺産の管理に関

する処分の審判事件において選任された管理人及び法１８９条２項において

準用する法１２５条１項の規定により改任された管理人については（１）オ

の規律と，法１８９条２項において準用する法１２５条５項の規定による登

記の嘱託については（１）カの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（12）遺産の分割に関する審判事件 

ア 遺産の分割の審判の申立書の記載事項等・法191条等（家審規104，103の2

関係） 

① 遺産の分割の審判の申立書には，次に掲げる事項を記載し，かつ，遺産

の目録を添付しなければならないものとする。 

    ⅰ 共同相続人 

ⅱ 民法９０３条１項に規定する遺贈又は贈与の有無及びこれがあるとき

はその内容 

② 寄与分を定める処分の審判の申立書には，次に掲げる事項を記載しなけ
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ればならないものとする。 

     ⅰ 寄与の時期，方法及び程度その他の寄与の実情 

     ⅱ 遺産の分割の審判又は調停の申立てがあったときは，当該事件の表示 

     ⅲ 民法９１０条に規定する場合にあっては，共同相続人及び相続財産の

表示，認知された日並びに既にされた遺産の分割その他の処分の内容 

 

イ 遺産の換価を命ずる裁判に関する手続・法194条（家審規108，108の2，108

の3Ⅱ） 

① 法１９４条１項又は２項の規定による裁判（⑥において「換価を命ずる

裁判」という。）が確定したときは，裁判所書記官は，同条６項又は法２

００条１項の規定により選任された財産の管理者に対し，その旨を通知し

なければならないものとする。 

② 法１９４条１項の規定による裁判により換価を命じられた相続人は，執

行裁判所又は執行官に対して競売の申立てをしたときは，その旨及び事件

の表示を家庭裁判所に届け出なければならないものとする。 

③ ②による届出があったときは，裁判所書記官は，執行裁判所又は執行官

に対し，①の財産の管理者の氏名又は名称及び住所を通知しなければなら

ないものとする。①の財産の管理者がその地位を失ったときも，同様とす

るものとする。 

④ 家庭裁判所は，法１９４条２項の規定により遺産の全部又は一部につい

て任意に売却して換価することを命ずるときは，売却の方法及び期限その

他の条件を付することができるものとする。 

⑤ 家庭裁判所は，法１９４条２項の規定により遺産のうち不動産について

任意に売却して換価することを命ずるときは，最低売却価額を定めなけれ

ばならないものとする。 

⑥ 換価を命ずる裁判により換価を命じられた相続人は，換価の手続が終了

したときはその結果を，換価することができなかったときはその理由及び

結果を，遅滞なく，家庭裁判所に対して報告しなければならないものとす

る。 

⑦ 法１９４条２項の規定による裁判により換価を命じられた相続人は，換

価の手続が終了したときは，直ちに，換価代金を①の財産の管理者に引き

渡さなければならないものとする。 

⑧ 法１９４条６項の規定により選任された財産の管理者及び同条８項にお

いて準用する法１２５条１項の規定により改任された財産の管理者につい

ては（１）オの規律と，法１９４条８項において準用する法１２５条５項

の規定による登記の嘱託については（１）カの規律と同様の規律を設ける
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ものとする。 

⑨ 法１９４条２項の規定による裁判に基づいて動産を売却する場合につい

ては，民事執行規則１２３条及び１２４条の規定と同様の規律を設けるも

のとする。 

 

ウ 遺産の分割の審判事件を本案とする保全処分・法200条（家審規106，36，

35Ⅱ関係） 

遺産の分割の審判事件を本案とする保全処分については，（１）キの規律

と同様の規律を設けるものとする。 

 

（13）相続の承認及び放棄に関する審判事件 

ア 限定承認等の申述書の記載事項等・法201条（家審規114ⅡⅢ関係） 

① 限定承認及び相続の放棄の申述書には，法２０１条５項各号に掲げる事

項のほか，次に掲げる事項を記載しなければならないものとする。 

ⅰ 被相続人の氏名及び最後の住所 

ⅱ 被相続人との続柄 

ⅲ 相続の開始があったことを知った年月日 

② 限定承認の取消し及び相続の放棄の取消しの申述書には，法２０１条５

項各号及び①ⅰに掲げる事項のほか，次に掲げる事項を記載しなければな

らないものとする。 

ⅰ 限定承認又は相続の放棄の申述を受理した裁判所及び受理の年月日 

ⅱ 限定承認又は相続の放棄の取消しの原因 

ⅲ 追認をすることができるようになった年月日 

③ 限定承認及びその取消し並びに相続の放棄及びその取消しの申述につい

ては，１（１）イの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

イ 限定承認等の申述の受理・法201条（新設） 

① 法２０１条７項の規定により申述書に受理の審判をする旨を記載すると

きは，審判をした裁判官が申述書に記名押印しなければならないものとす

る。この場合については，１（１）カ（イ）②の規律と同様の規律を設け

るものとする。 

② ①の審判がされたときは，裁判所書記官は，当事者及び利害関係参加人

に対し，その旨を通知しなければならないものとする。 

 

ウ 相続財産の管理人による財産目録の提出等・法201条（家審規118，36，35

Ⅱ関係） 
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相続財産の保存又は管理に関する処分の審判事件において選任された相続

財産の管理人及び法２０１条１０項において準用する法１２５条１項の規定

により改任された相続財産の管理人については（１）オの規律と，法２０１

条１０項において準用する法１２５条５項の規定による登記の嘱託について

は（１）カの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（14）財産分離に関する審判事件・法202条（家審規118，36，35Ⅱ関係） 

財産分離の請求後の相続財産の管理に関する処分の審判事件において選任さ

れた相続財産の管理人及び法２０２条３項において準用する法１２５条１項の

規定により改任された相続財産の管理人については（１）オの規律と，法２０

２条３項において準用する法１２５条５項の規定による登記の嘱託については

（１）カの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（15）相続人の不存在に関する審判事件 

ア 相続財産の管理人の選任等の公告・法203条等（家審規119関係） 

① 民法９５２条２項の規定による公告には，次に掲げる事項を掲げなけれ

ばならないものとする。 

ⅰ 申立人の氏名又は名称及び住所 

ⅱ 被相続人の氏名，職業及び最後の住所 

ⅲ 被相続人の出生及び死亡の場所及び年月日 

ⅳ 相続財産の管理人の氏名又は名称及び住所 

② 民法９５８条の規定による公告には，次に掲げる事項を掲げなければな

らないものとする。 

ⅰ ①ⅰからⅲまでに掲げる事項 

ⅱ 相続人は一定の期間までにその権利の申出をすべきこと。 

 

イ 特別縁故者に対する相続財産の分与の審判の申立書の記載事項等・法204

条（家審規119の2，119の3，119の8関係） 

① 特別縁故者に対する相続財産の分与の審判の申立書には，被相続人との

特別の縁故関係を記載しなければならないものとする。 

② 特別縁故者に対する相続財産の分与の申立てがあったときは，裁判所書

記官は，遅滞なく，民法９５２条１項の規定により選任され，又は法２０

８条において準用する法１２５条１項の規定により改任された相続財産の

管理人に対し，その旨を通知しなければならないものとする。当該申立て

についての審判が確定したときも，同様とするものとする。 
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ウ 相続財産の換価を命ずる裁判に関する手続・法207条（家審規119の6，108

の3Ⅱ～Ⅳ，108の4Ⅰ関係） 

特別縁故者に対する相続財産の分与の審判事件については，(12)イ④から

⑥まで及び⑨の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

エ 相続財産の管理人による財産目録の提出等・法208条（家審規118，36，35

Ⅱ関係） 

相続人の不存在の場合における相続財産の管理に関する処分の審判事件に

おいて選任された相続財産の管理人及び法２０８条において準用する法１２

５条１項の規定により改任された相続財産の管理人については（１）オの規

律と，法２０８条において準用する法１２５条５項の規定による登記の嘱託

については（１）カの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（16）遺言に関する審判事件 

ア 遺言書の検認の方法・法211条（家審規122関係） 

家庭裁判所は，遺言書の検認をするには，遺言の方式に関する一切の事実

を調査しなければならないものとする。 

 

イ 期日調書の記載事項・法211条（家審規123関係） 

① 遺言書の検認の期日の調書には，次に掲げる事項を記載しなければなら

ないものとする。 

     ⅰ 事件の表示 

     ⅱ 裁判官及び裁判所書記官の氏名 

     ⅲ 申立人の氏名又は名称及び住所 

     ⅳ 立ち会った相続人その他の利害関係人の氏名及び住所 

     ⅴ 検認の年月日 

     ⅵ 証人，当事者本人及び鑑定人の陳述の要旨 

     ⅶ 証人，当事者本人及び鑑定人の宣誓の有無並びに証人及び鑑定人に宣

誓をさせなかった理由 

     ⅷ 事実の調査の結果 

② ①の調書については，１（１）ア（オ）①並びに（カ）①及び②の規律

は，適用しないものとする。 

 

ウ 遺言書の検認の期日の通知等・法211条（家審規124関係） 

① 裁判所書記官は，申立人及び相続人に対し，遺言書の検認の期日を通知

しなければならないものとする。 
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② 遺言書の検認がされたときは，裁判所書記官は，遺言書の検認の期日に

立ち会わなかった相続人，受遺者その他の利害関係人（①による通知を受

けた者を除く。）に対し，その旨を通知しなければならないものとする。 

 

エ 申立ての取下げの理由の明示等・法212条（新設） 

遺言の確認の申立ての取下げ及び遺言書の検認の申立ての取下げについて

は，（１）アの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

（17）任意後見契約法に規定する審判事件 

ア 任意後見監督人に対する指示・法217条等（特家審規3の7関係） 

① 家庭裁判所は，任意後見監督人に対し，任意後見契約法７条１項２号に

規定する報告の時期及び内容を指示しなければならないものとする。 

② 家庭裁判所は，いつでも，任意後見監督人に対し，任意後見監督人の事

務に関し相当と認める事項を指示することができるものとする。 

 

イ 任意後見契約法に規定する審判事件に関するその他の規律・法221条等（特

家審規3の8，3の9ⅠⅡ） 

     任意後見契約法の効力を発生させるための任意後見監督人の選任の申立て

の取下げ及び任意後見監督人が欠けた場合における任意後見監督人の選任の

申立ての取下げについては（１）アの規律と，任意後見監督人については（１）

イ①及び②の規律と，任意後見監督人の職務については（１）ウの規律と同

様の規律を設けるものとする。 

 

（18）戸籍法に規定する審判事件・法226条等（特家審規9，12関係） 

ⅰ又はⅱに掲げる場合には，裁判所書記官は，遅滞なく，ⅰⅱそれぞれに定

める地の戸籍事務を管掌する者に対し，その旨を通知しなければならないもの

とする。 

ⅰ 就籍許可の審判が効力を生じたとき 就籍しようとする地 

ⅱ 戸籍の訂正についての許可の審判が確定したとき その戸籍のある地 

 

（19）厚生年金保険法等に規定する審判事件・法233条（特家審規17の7） 

請求すべき按分割合に関する処分の審判の申立書には，審判の区分に応じ，

所定の文書（情報通知書）を添付しなければならないものとする。 

 

（20）破産法に規定する審判事件 

ア 相続の放棄の承認についての申述書の記載事項等・法242条（特家審規29
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Ⅱ関係） 

① 破産手続における相続の放棄の承認についての申述書には，法２４２条

３項において準用する法２０１条５項各号に掲げる事項のほか，次に掲げ

る事項を記載しなければならないものとする。 

    ⅰ 被相続人の氏名及び最後の住所 

    ⅱ 相続の放棄をした者の氏名及び住所 

    ⅲ 被相続人と相続の放棄をした者との続柄 

    ⅳ 相続の放棄の申述を受理した裁判所及び受理の年月日 

     ⅴ 申述者が相続の放棄があったことを知った年月日 

② 破産手続における相続の放棄の承認についての申述については，１（１）

イの規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

イ 破産法に規定する審判事件に関するその他の手続・法242条（特家審規25，

家審規48Ⅲ，104関係） 

破産手続が開始された場合における夫婦財産契約による財産の管理者の変

更等の審判の申立書については（６）イの規律と，破産手続が開始された場

合における夫婦財産契約による財産の管理者の変更等の審判事件を本案とす

る保全処分については（６）ウの規律と，破産手続における相続の放棄の承

認についての申述の受理の審判については（13）イの規律と同様の規律を設

けるものとする。 

 

（21）中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律に規定する審判事件・法

243条（特家審規32関係） 

遺留分の算定に係る合意についての許可の審判の申立書には，中小企業にお

ける経営の承継の円滑化に関する法律７条１項の確認をしたことを証明する経

済産業大臣の作成した書面（当該確認に係る合意の内容が明らかにされたもの

に限る。）を添付しなければならないものとする。 

 

第３ 家事調停に関する手続 

 １ 総則 

 （１）通則 

ア 法２４６条２項の規定による移送・法246条（新設） 

法２４６条２項及び３項の規定による移送の裁判については第１の２（３）

②の規律と，法２４６条１項から３項までの規定による移送の裁判について

は第１の２（４）の規律と同様の規律を設けるものとする。 
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イ 家事調停官の権限・法251条（家審規143Ⅰ関係） 

家事調停官は，その取り扱う家事調停事件の処理について，この規則にお

いて家庭裁判所，裁判官又は裁判長が行うものとして定める家事調停事件の

処理に関する権限を行うことができるものとする。 

 

ウ 家事調停の期日調書等・法253条等（新設） 

① 家事調停の手続の期日の調書については第２の１（１）ア（オ）及び(カ)

の規律と，家事調停事件の記録の正本等については同（ク）の規律と，家

事調停事件の記録の閲覧等については同(ケ)の規律と同様の規律を設ける

ものとする。 

② 家事調停の手続の期日及びその調書については，民事訴訟規則６８条か

ら７７条までの規定と同様の規律を設けるものとする。 

 

 （２）家事調停の申立て・法255条等（家審規137の5,137の6，特家審規17の9関係） 

家事調停の申立てについては第２の１（１）イ及びオ(ア)と同様の規律を，

遺産の分割の調停の申立てについては第２の２（12）ア①の規律と，寄与分を

定める処分の調停の申立てについては同②の規律と，請求すべき按分割合に関

する処分の調停の申立てについては第２の２（19）の規律と同様の規律を設け

るものとする。 

 

 （３）家事調停の手続 

ア 家事調停の手続における参加及び排除等・法258条（新設） 

① 家事調停の手続における参加及び排除については第２の１（１）ア（ア）

及び（イ）の規律と，家事調停の手続における受継については同（ウ）（④

を除く。）の規律と，家事調停の手続における受命裁判官の指定について

は同（コ）の規律と，家事調停の手続の期日については第２の１（１）ウ

の規律と，家事調停の手続における事実の調査及び証拠調べについては同

エ（（ア）②を除く。）の規律と，家事調停に関する審判については同カ

（（ア）③及び（イ）④を除く。）の規律と，家事調停に関する審判以外

の裁判については同カ（ア）③，（イ）④及び（ウ）の規律と同様の規律

を設けるものとする。 

② 調停委員会を組織する家事調停委員は，家事調停の手続における証拠調

べにおいて，調停委員会を組織する裁判官に告げて，証人，当事者本人又

は鑑定人を尋問することができるものとする。 

 

イ 調停前の処分に違反した場合の制裁の告知・法266条（家審規133Ⅲ関係） 



 34

調停委員会（裁判官のみで家事調停の手続を行う場合にあっては，その裁

判官。（４）イにおいて同じ。）は，法２６６条１項の規定による処分をす

る場合には，同時に，その違反に対する法律上の制裁を告知しなければなら

ないものとする。調停委員会を組織する裁判官が同条２項の規定により同条

１項の処分をする場合についても，同様とするものとする。 

 

 （４）調停の成立 

ア 調停の成立の通知・法268条等（家審規140の2，142の3関係） 

① 調停が成立したときは，裁判所書記官は，当事者（法２７０条１項の規

定により調停条項案を受諾する旨の書面を提出した者に限る。）及び利害

関係参加人に対し，遅滞なく，その旨を通知しなければならないものとす

る。 

② ⅰ又はⅱに掲げる事項についての調停が成立したときは，裁判所書記官

は，遅滞なく，ⅰⅱそれぞれに定める者の本籍地の戸籍事務を管掌する者

に対し，その旨を通知しなければならないものとする。 

ⅰ 離婚，離縁その他戸籍の届出又は訂正を必要とする事項（親権者の指

定及び変更を除く。） 当該調停に係る身分関係の当事者 

ⅱ 親権者の指定又は変更 子 

 

イ 調停条項案の書面による受諾の手続・法270条等（家審規137の7，137の8

関係） 

① 調停委員会が法２７０条１項の規定により調停条項案を提示するときは，

書面に記載してしなければならないものとする。この書面には，同項に規

定する効果を付記するものとするものとする。 

② 法２７０条１項に規定する調停条項案を受諾する旨の書面の提出があっ

たときは，調停委員会は，その書面を提出した当事者の真意を確認しなけ

ればならないものとする。 

 

 （５）調停の成立によらない事件の終了・法271条等（家審規141関係） 

① 法２７１条の規定により家事調停事件が終了したときは，裁判所書記官は，

当事者及び利害関係参加人に対し，遅滞なく，その旨を通知しなければなら

ないものとする。 

② 法２７２条１項の規定により家事調停事件が終了したときは，裁判所書記

官は，利害関係参加人に対し，遅滞なく，その旨を通知しなければならない

ものとする。 

③ 家事調停の申立ての取下げがあった場合については，①の規律と同様の規
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律を設けるものとする。 

 

 （６）付調停等・法276条（家審規142の2関係） 

① 法２７６条１項の規定により訴えの取下げがあったものとみなされるとき

は，裁判所書記官は，受訴裁判所に対し，遅滞なく，その旨を通知しなけれ

ばならないものとする。 

② 法２７６条２項の規定により家事審判事件が終了したときは，裁判所書記

官は，当該家事審判事件が係属していた裁判所に対し，遅滞なく，その旨を

通知しなければならないものとする。 

 

 ２ 合意に相当する審判 

（１）審判の確定の通知・法277条（家審規142の3関係） 

法２７７条１項の規定による審判（法２７４条３項の規定により高等裁判所

が自ら調停を行う場合にあっては，審判に代わる裁判。以下（１）及び３（１）

において同じ。）について，法２７９条１項の規定による異議の申立てがない

ときは，裁判所書記官は，遅滞なく，当該審判に係る身分関係の当事者の本籍

地の戸籍事務を管掌する者に対し，その旨を通知しなければならないものとす

る。当該審判について，同項の規定による異議の申立てを却下する審判が確定

したときも，同様とするものとする。 

 

（２）異議の申立ての方式・法279条（新設） 

① 法２７９条１項の規定による異議の申立ては，書面でしなければならない

ものとする。 

② 当事者が①の異議の申立てをするときは，①の書面には，異議の理由を記

載し，かつ，異議の理由を明らかにする資料を添付しなければならないもの

とする。 

③ 利害関係人が①の異議の申立てをするときは，①の書面には，利害関係を

記載し，かつ，利害関係を有することを明らかにする資料を添付しなければ

ならないものとする。 

 

 ３ 調停に代わる審判 

（１）審判の確定の通知・法284条（家審規142の3関係） 

ⅰ又はⅱに掲げる事項についての法２８４条１項の規定による審判について，

法２８６条１項の規定による異議の申立てがないときは，裁判所書記官は，遅

滞なく，ⅰⅱそれぞれに定める者の本籍地の戸籍事務を管掌する者に対し，そ

の旨を通知しなければならないものとする。当該審判について，同項の規定に
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よる異議の申立てを却下する審判が確定したときも，同様とするものとする。 

ⅰ 離婚，離縁その他戸籍の届出又は訂正を必要とする事項（親権者の指定及

び変更を除く。） 当該審判に係る身分関係の当事者 

ⅱ 親権者の指定又は変更 子 

 

（２）異議の申立ての方式等・法286条（新設） 

① 法２８６条１項の規定による異議の申立ては，書面でしなければならない

ものとする。 

② 法２８６条５項の規定により法２８４条１項の規定による審判が効力を失

った場合については，１（５）②の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

 ４ 不服申立て等（新設） 

家事調停の手続においてされた裁判に対する不服申立て及び再審については，

特別の定めのある場合を除き，それぞれ第２の１（２）及び（３）の規律と同様

の規律を設けるものとする。 

 

第４ 履行の確保 

１ 義務の履行状況の調査及び履行の勧告の手続における嘱託等・法289条（新設） 

① 法２８９条２項及び５項（これらの規定を同条７項において準用する場合を

含む。）の規定による嘱託の手続は，裁判所書記官がするものとする。 

② 法２８９条６項（同条７項において準用する場合を含む。以下１において同

じ。）の規定による許可があった場合における同条６項の記録の閲覧等又はそ

の複製の請求に関する事務は，裁判所書記官が取り扱うものとする。 

③ 法２８９条６項の規定による許可の裁判については，第２の１（１）ア（ケ）

の規律と同様の規律を設けるものとする。 

 

２ 義務履行の命令に違反した場合の制裁の告知等・法290条（家審規143の8関係） 

① 家庭裁判所は，法２９０条１項（同条３項において準用する場合を含む。）

の規定による義務の履行をすべきことを命ずる審判をする場合には，同時に，

義務者に対し，その違反に対する法律上の制裁を告知しなければならないもの

とする。 

② ②のほか，②の審判の手続については，第２の１の規律によるものとする。 


